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1．はじめに
　1950年以降の貸借対照表論は、企業管理の用具としてより有用な会計を作り上げようとするもので
あった。しかしながら近年、かかる伝統的会計のもつ限界について頻繁に論じられてきている1）。そ
の限界は、要約すれば次の点に求められよう。①企業内部における企業管理に関して、資料が過去指
向的である限り、企業管理の手段としては主として過去の統制的意味しかもたず、将来に対する積極
的指導の手段となるものではない。また、過去から推測できる将来の状況はごく限られており、将来
の諸事象について総合的に判断する資料とはなりえない。②企業外部の利害関係者によって要請され
る情報は、現在の債権者、株主を中心とする公正にして確実なものだけでなく、より広い層に対する
将来をも考慮した多元的にして有用なものでなければならない。この意味で現行の法的規制に準拠し
て作成される財務諸表は、分配可能利益の決定とその経過を示す非弾力的なものであり、企業の経済
活動を必ずしも充分に反映するものではない。
　企業経営者や外部利害関係者に対するより豊富な情報提供ないし意志決定の用具として要請される
会計は、分配可能利益の決定とは異なって、企業の経済状況の指標としてのより有用な利益概念の設
定とその測定に基づくものでなければならない。この新しい利益概念は、企業の処理ないし指導に関
する判断の基礎を与えるために一事業年度におけるすべての損益作用や効果を包含するものであり、
したがってこの利益は、現在の処理に起因する将来の効果をも含めたものでなければならないと考え
られる。かかる視点から把えられる会計は、必然的に将来を指向する会計としての性格を帯びてくる
であろう。
　ケーファー（Karl　Ktifer）は、貸借対照表に将来的な性格を付与しようとして「将来計算としての
貸借対照表2）」の理論を展開した。この著書において、彼は、従来の伝統的な貸借対照表観である過
去計算から脱皮して、最近の経営経済計算制度の新しい傾向である現在計算・将来計算へという方向
にしたがって貸借対照表の理論を展開しようとした。この「将来計算としての貸借対照表」は、将来的
な財貨と用役とを表示する計算としての貸借対照表の研究であって、シュマーレンバッハ、ワルプ、
コジオール、リ・一ガーなどの理論的な認識の拠点である収支計算思考に基づいて経過性を問題とする
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過去計算的な論点とは対立的に、企業における財貨・用役の運動計算に認識の根拠をもつものであ
る。そして彼の理論は、財貨や給付の計算の中にみられる将来思考的な要素をもとに構成した貸借対
照表論として特色づけることができる。
　ところで会計を将来的思考で考えようとする所説には二通りのものがある。一つは、将来価値の考
え方に基づいて貸借対照表の内容を形式的に整序しようとする考え方であり、いま一つは、伝統的な
利益概念を将来の収支とする関連する経済学的な利益概念によって補充しようとする思考である。前
者は形式的な貸借対照表論と呼ぼれるものであって、貸借対照表内容を将来計算という観点から新し
く説明しようとするケーファーの視点および理論構成は、このタイプに属するものである。また後者
は、実質的な貸借対照表論として規定されるものである。
　本稿はこうしたケーファーの新しい貸借対照表観を跡づけることを通して、その意義と限界とを探
ろうとするものである。
2．　伝統的貸借対照表観への批判
　ケーファーは自己の論理を展開するに先立って、伝統的な貸借対照表観を批判する。
　ケーファーによれぽ、「ドイツの学説において支配的な貸借対照表の内容に関する解釈は、借方に
資本運用または投資が示され、貸方、すなわち本来的な第一次的な欄に資本調達または金融が示され
るということにある。したがって創業の立場からの考察がなされているのである。貸方は企業がいか
に資本を調達したかを示している。資本拠出者には、一方に企業家があってその投資は自己資本とな
る。他方には非拠出者および信用供与者があり、その調達した資金が他人資本となるのである。した
がって貸方が自由にできる投下資本の源泉を示しているとすれば、以上のような把握にあっては、借
方側は自由にできる資本がいかなる種類の財に転化されたか、またはr表現せられた（eingekleidet）』
かが見い出せるのである3）。」と解せられているが、この見解は、A．　A．　A．の1948年報告書にみられる
思考一すなわち貸借対照表は「企業資産の源泉とその処分」を表示するものであるとする思考一
と同一の立場に立っていると考えられる。
　ケーファーは貸借対照表の内容について、これを資本調達とその運用と解する見解や、A．A．A，の
ように資産の源泉と処分として説明を与えようとする見解に対して異論をとなえる。
　すなわちケーファーによれば、ドイツの見解やA．A．A．の考え方は一つの歴史的・回顧的な考察
方法である。このような見解は、一般に、企業の設立当初の開業貸借対照表においては妥当するが、
しかし、企業が継続して営業を行なっているある時点での貸借対照表の場合には妥当しない。この場
合には資本調達によらない項目が見い出されうるからであって、企業に投下された資本がどのように
運用されたかということは借方からは全くわからない。このような見解が「創業の立場からの考察
（Betrachtung　von　GrUndungsstandpunkte）」と称されるゆえんである。したがって時間の経過とと
もに、「変化の多い運命が印された後での、貸方の投下資本・資本提供者・資本源泉は部分的にのみ
認められるのであって、そこには資本調達とは全く関係のない多くの項目が見い出される4）。」のであ
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る。ケーファーはこの点を考慮して資本運用と資本調達との関係を通して貸借対照表を説明すること
に疑義をもつのである。
　貸借対照表の内容を考える場合、古くから法律的な観点が重視されてきた。これによると貸借対照
表の貸方には個別経済に存する財産に対する請求権が考えられる。また、借方には所有権として考え
られる財産ないしは権利の合計が考えられる。請求権はたいていの場合、詳細な説明なしに用いられ
ており、また借方の所有権についても貸借対照表にみられない多くの権利があり、かつ、逆に貸借対
照表記載の項目でも所有権移転関係の定かでないものがある。こうした点からケーファーは、法律的
な観点からする貸借対照表も、将来に対する計算という点からは的確に説明しうるものではないと考
えている。
　ケーファーは、今日では幸い貸借対照表に関する重要な文献が法律家によって著わされるという時
代は過ぎ去った、として個別経済の貸借対照表という場合、まず第一に経済現象を問題にするという
貸借対照表内容の経済的な意義づけを述べている。貸借対照表は、法律によって制約されている経済
生活から構成されるものであるので、その意味で経済現象を問題とする論者の中にも、法律的観点を
捨てきれないものも若干ある。しかしケーファーは、これらの考え方に対しても反対論を述べる。貸
借対照表に関する法律的考察は、権利と義務によって説明され借方・貸方が明確に表現されることと
なるが、法律的関係でなく事実上の関係からみると、貸借対照表が借方と貸方に二重に同一量を示す
にもかかわらず、借方・貸方が異なった側面から考えられることとなる。ケーファーによれば、かか
る見解は法的思考を捨象しきれないものであり、かつ一方で、経済学的思考を導入しているため、か
えって概念に混乱をもたらす結果となっている。経済現象の構成要因を経済学的思考で把握した後
に、法的思考を充てるという一般に同意を得られる分析方法ではなく、逆のアプローチを採っている
ために、論理的に矛盾の残る結果となっているのである5）。
　ケーファーはさらに貸借対照表の両欄の関係についても考察する。
　われわれは、通常、一個の仕訳はかならず均衡するものであり、かつ貸借対照表の一部と一部には
有機的関係が存するものと考えている。これは貸借対照表を資本の源泉および運用の結果として考え
ていることからくる当然の帰結である。しかるにいま、この前提を否定した段階では、各仕訳は数的
に均衡する必要はなく、貸借の一部だけに該当する有機的な関係も見い出せないのである。ケーファ
ーは天秤皿の例を用いて次のように説明する。すなわち、天秤の釣合が取れていない場合には、軽い
方に分銅を載せる。それでも釣合が取れなければ釣合が取れるまで載せる。こうして釣合が取れた天
秤皿の中の分銅は、それ自体、他の分銅とは何らの関係もない。別々の思考に基づいて載せられた分
銅が天秤皿全体としてみた場合に均衡を保っているにすぎないのである。ケーファーによるならば貸
借対照表は、借方項目と貸方項目をもった一つの勘定から成立しており、事物の総体が二つの異なっ
たメルクマールで計算され、その結果、貸借対照表に総括されるということはありうべきでないとさ
れるのである6）。
・ケーファーは以上の批判を踏まえて自己の主張する将来計算としての貸借対照表を構成しようとす
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る。
3．　ケー一ファー理論の展開
　ケーファーは貸借対照表の借方および貸方をそれぞれ三グループに分割して、それぞれの本質の究
明を通して貸借対照表全体を考察しようとする。
　まず借方の第一のグループとして有形財が考えられる。個別経済における有形財の価値は、その運
用が無制限に自由になるものであると考えられ、経済的にみると、多かれ少なかれ将来の用役給付の
合計であると考えられる7）。この場合、アメリカなどで問題として取り挙げられてきたリースによっ
て代表される長期賃貸借のような用役は、ここでは、将来の用役給付として取り扱われる。その理由
は「無制限の、そして時間的に制約されない用役は、所有物と全く同一視される」からである。
　このように有形財の貸借対照表能力はサービス・ポテンシァルー費用を追加することなしに会計
実体の目的を促進せしめるであろう将来の用役の源泉8）一にあると解する結果、ケーファーは「仕
損品」などの借方記載の必然性を否定する。すなわち、外部から購入したり、あるいは自家製造によ
るもので利用の余地のない財貨あるいは経常的な作業屑について、従来の多くの貸借対照表論者はこ
れらを動産とみなして費借対照表の借方に記載するとしていたが、ケーファーによれば、これらの財
は効用をもたらすものではなくむしろ不効用をもたらすものであるので、「われわれは貸方項目の概
念規定にそれも包含することを検討しなければならないであろう9）。」と提唱されることとなる。
　借方第二のグループは債権とよぼれる。これには貨幣や有価証券も含めて考えられている。貨幣は、
本来的な財貨や用役を取得する機会として存在する場合に限り、財産として認められる。有価証券や
帳簿債権が財産とされるのは、将来において財貨ないしは用役の流入をもたらすからであるとされる。
債権は、貸借対照表にとって、将来の財貨流入の期待あるいは用役給付期待以外のなにものでもな
い。この場合、多くの法律家や経営経済学者によって取り扱われた見解、すなわち、権利や請求権と
いうような法律的な関係を基にして考えるのではなく、事実上の諸関係（tatsachliche　Verhaltnisse）
が問題となる。債権は、将来において、反対給付を伴わない財貨ないしは用役が流入する好機として
考えられるのである。
　借方の第三グループには、生産方法・商号・営業権などの項目が含まれる。このような項目は、特
別の権利の取得もなく、単純な事実上の関係に基づく場合が多い。したがって、このグループに属す
る項目についても、将来的な財貨・用役流入の好機が基準として判断されることとなる。
　以上の借方三グループの貸借対照表能力を総括してケーファーは次のように述べる。すなわち、有
形財は将来に期待される効用の複合体として、またその他のグループは無償で得られる将来の財貨流
入および用役流入の好機として理解せられるべきである。これらのニグループに属する項目は、それ
らによって将来的な給付の流入が期待されうる限りにおいて資産であり、したがって貸借対照表能力
が認められる。ケーファーはヴァッターが示したような「サービス・ポテンシァル」という概念に意
義を与え、「資産は物的財貨や法律上の権利または貨幣請求権ではなく用役潜在力である」や「用役
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の潜在こそが、会計の背後にある重要な要件である」ということを支持する。そしてケーファーは、
「個別経済の財産は貸借対照表作成日での評価に応じて個別経済が将来の反対給付を行なわずに利用
できる効用給付の合計として一様に説明される。そして貸借対照表日での資産額は、このような効用
給付価値を割り引くことによって決定される」との結論に達しているlo）。
　ケーファーは、借方と同様に貸方も三グループに分けて説明を与える。
　貸方の第一グループは債務ないし負債と称されるものである。ケーファーによれば、法律家の中に
は、貸方を将来的な借方の減少と考えている人もいるが、この考え方はあまりに狭義にすぎる。負債
とは、財貨引渡危険、反対給付なしの財貨の流出と用役の流出に対する期待ないしは予想である。し
たがってこれは、前述した債権の反対概念であると考えられる。
　貸方の第ニグループは自己資本である。自己資本は、個人企業の観点から述べる場合、純財産とよ
ばれ、一般には、借方資産と貸方負債との差額として求められる。貸方側全体を考える場合、貸借対
照表は自己資本と他人資本との間に明確な境界線を設けておらず、両者の関係は多分にあいまいであ
る。そこでケーファーは、明確な境界線を引かないで、貸方項目を一括して統一的に説明する。自己
資本も他人資本も将来的な支払、反対給付なしに期待される財の引渡しとして説明されるのである。
ケーファーにあってはこのようにして、自己資本も他人資本も統一的に把えられる。
　負債と自己資本とは、ともに、将来の財貨流出の期待ないしは予想であって、かかる意味において
それらの本質は同一であるが、それが貸方において一つのグループに属さないで区分して説明される
のは、それぞれの流出条件一すなわち、いかなる理由で、誰に、いつ、いかなる条件で一が異な
るからである。このようにケーファーは形式的に負債と自己資本とを区別して説明しているが、これ
は貸借対照表の表示上の便宜性ないしは説明上の都合のために両者を区別しているのにすぎないとし
ている。本質は、両者とも借方資産項目に対立する、将来の財貨・用役の流出の期待として把えてい
るのである11）。
　第三グループとしての留保金の本質も、’ケーファーによれば前二者と同様に規定される。すなわ
ち、企業外部者に対して反対給付なしに行なわれる将来的財貨および用役流出の期待である。
　最後に、貸倒引当金や減価償却引当金などケーファーが修正項目とよぶ項目については、彼は以上
とは異なり、将来的流入・流出の概念を用いて説明しようとはしない。これらの修正項目は、貸借対
照表日での正しい価額を示していない項目を修正するために計上せられているにすぎないのであっ
て、それ自体独自の内容を有する項目ではないからである。このような修正は、貸借対照表の作成以
前の段階ですでになされているべきであるが、これらを貸借対照表に記載して示す方が便宜的である
ために計上されているにすぎない。
　以上を総括して、ケーファーは次に示すようなビランツ・シェーマを構成する12）。
　ここでは、借方は本質的に内容の異なった三種類の本来的項目と、修正項目とよばれる三種類の付
随的項目とから成る。本来的な三項目は、反対給付を必要としない将来的効用給付の増加であるが、
それらは、自由に処分できる物財、法律関係および事実上の諸関係から生ずるものであるQ一方、貸
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貸　借対照　表
経済単位および時点の報告書
（借方） （貸　方）
1．反対給付を伴わない将来の財貨ならびに
　用役の増加（外部からの流入、内部的発生
　または増大、ときには減額の減少）の期待
　（好機）
　a）　自由に処分できる物財から
　b）他の経済単位に対する権利に基づいて
　c）事実上の諸関係に基づいて
2．借方修正項目
　a）借方項目への付加
　b）貸方項目からの控除
1。反対給付を伴わない将来の財貨ならびに
　用役の減少（外部への流出、内部的消滅ま
　たは減少、ときには増額の減少）の期待
　（好機）
　a）他の経済単位に対する義務に基づいて
　b）事実上の諸関係に基づいて
　c）　出資老に対する給付による個別経済の
　　目的の促進ないしは他の種類の目的遂行
　　のため
　d）　「消極的財貨」たとえば不利な産物の
　　ために
2．貸方修正項目
　a）借方項目からの控除
　b）貸方項目への付加
方は本来的に内容の異なった四種類の本来的項目と、修正項目とよばれる二種類の付随的項目とから
成る。本来的な四項目は、他の企業に対する法律関係、事実上の諸関係、目的助成および不効用をも
たらす財貨から生ずる代償を必要としない将来的効用給付の減少を示している。
　かくてケーファーによって、「貸借対照表は、一個別経済あるいは一計算圏に対する、反対給付が
生じない場合に、一時点において期待される財貨および給付の流入と流出に関する報告書として統一
的に説明される。」のである13）。確かに一時点において作成された報告書ではあるが、決して「瞬間
的」な企業の状態を示すものではなく、「将来指向的」なのである。「将来指向的」の意味するところ
については、種々の見解があるかもしれないが、ここでは「企業の将来的経済力」ないしは「企業の
将来的財政状態」と解するのが妥当であろう。けだし、将来計算たる思考は、前述の通り、過去計算
たる収益の認識・測定に対する批判から始まって、ここにいわば発生主義的思考を導入し、企業の経
済力が現在どういう状況にあるかを把握しようとするものであるからである。
　ところで、ケーファーは貸借対照表を将来計算として把えているが、このような貸借対照表でも、
全く完全な像を示しているわけではない。そこにはいくつかの欠陥が見受けられる。すでに明らかと
なった将来についても然りである。けだし、通常、貸借対照表は売買取引・長期賃貸借契約・労務契
約などによる将来の給付および反対給付については何らの説明も与えておらず、また、貸付債権や債
務につい七、将来の利息の支払いを含めた資本の割引価額を用いようとはせず、名目金額で処理しよ
うとしているからである14）。しかしながら、彼の貸借対照表論は、将来価値を貸借対照表の中に表現
しうる可能性をもったものとして考えられるべきものであり、その点では、伝統的な貸借対照表論が
もちえなかった情報要求に対する要請をいく分でも果たしうる可能性をもつ貸借対照表論であるとし
て評価されるであろう。
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4．　他の貸借対照表論との比較
　シュマーレソバッハを始祖とする動的貸借対照表論に端を発するケルソ学派の貸借対照表論は、い
うまでもなく、収入・支出計算をその論理構成の中心としている。しかしケーファーの理論は、シュ
マーレンバッハが展開しようとした収入・支出計算と費用・収益計算とのギャップを埋める未解決項
目（Schwebende　Posten）を収容する場として貸借対照表を思考するのではなく、したがって貸借対
照表を連結帯として考える立場を考察の対象とするのではなく、貸借対照表を前給付と後給付として
シュマーレソバッハが取り上げているところを問題とする。借方の場合、来るべき年度に対して経過
年度の前給付が問題となる。貸方の場合には企業の後給付を示す。シュマーレンバッハの後給付とい
う思考を、ケーファーは自己との共通点を見い出すために次のように考えている。つまり、すべての
貸方面が未解決の後給付によって、経過期間に対し後の期間において期待すべき給付が性格づけられ
るとすると、ケーファーが貸方項目の本質として規定する将来的な財貨・用役流出の思考と類似点を
もつこととなる。シュマーレンバッハの後給付に対して、資本出資者に対する後期における払戻しの
期待が考えられるとすると、この考え方は、ケーファーの「期待される財貨・用役の引渡し」という
思考と類似するものといえよう。こうしてみると、シュマーレンバッハの貸借対照表に後給付の考え
方を与えるならば、貸方面における思考は確かに将来指向的であるといえる。ケーファーは、かかる
点に関してシュマーレンバッハの思考を将来指向的であるとしている15）。しかしながら、シュマーレ
ンバッハ自身、収支計算的側面に重点を置いて考えており、ケーファーが述べる程将来指向性を考慮
に入れたかは疑問であろう。
　次にケーファーはリーガーを取り上げる。リーガーはその理論構成の拠点に貨幣計算をおいてい
る。リーガーにとって、簿記とそれに基づいて作成される貸借対照表は継続的な貨幣計算以外のなに
ものでもない。そしてこれこそ真実な計算であるとする。リーガーのこうした貨幣思考とケーファー
の財貨思考とは、一見、互いに相容れないようであるが、両者を結びつける接点は「貨幣」の意義に
ある。リーガーのいう貨幣とは、将来的貨幣を意味する「今日的価値（heutiger　Wert）」16）に象徴さ
れる。リーガーによれば、現在の価値は損益計算書に将来予想される価値として貸借対照表に記載さ
れることとなる。その結果、貸借対照表は将来価値の集合体となり、必然的に将来指向型となる。ケ
ーファーはこの点において、リーガー的思考に共鳴するのである。ケーファーは、経過性に入るもの
は損益計算書において記帳し、貸借対照表において収入・支出残として現われるものは必然的に将来
と関連するとしてリーガー思考を特色づけている。
　さらにケーファーは、ペイトンーリトルトンの序説にみられる損益計算思考をとりあげ、その中で
貸借対照表は原価を会計期間に正しく配分するための用具として規定されている点に検討を加える。
原価は集計価額であり、すでに現在の収益に対応すべく待機しているものが貸借対照表上の原価とし
ての資産である。ケーファーは、ペイトンーリトルトソの将来指向的思考をここに求めようとする17）。
「資産すなわち発生した原価が将来にあらわれる収益を待っている借記分を意味することは明らかで
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あり、他方エクスペンスすなわち照応せしめられた原価は現在の収益に対する借記分を意味」する。
ケーファーはこの「待機している原価」にペイトンーリトルトンの将来計算的思考の核を求めようと
する。すなわち、「この資産化されるべき支出はどのようにして決定されるのであろうか。ペイトンー
リトルトソによれば、r将来収益』と結びついている支出部分すなわちr有用原価』が問題である。
つまり財貨と給付の流入が問題となるのであり、われわれはそれを資産の本質として認めたのであ
る。」と述べ、「序説」の収益と費用との対応概念にみられる将来指向性にその類似性をみるものであ
る。
　ケーファーはこうした思考の前提についても同意点を見い出している。すなわち、ペイトソ＝リト
ルトンによって「会計が貨幣価値を用いるのは、それが各種の対象物や用役を同質的に表現するうえ
に便利な公分母であり、また交換取引の交渉の結果を表現する通常の型だからにすぎない。重要なの
は『貨幣』ではない。r用役』すなわち交換された場合には、その企業にさらに他の用役の潜在を供
与する、かかる用役の潜在こそが会計の背後にある重要な要件なのであ局。……会計の数字の系列
は、一般人によって価値・貨幣またはせいぜい価格を表示するものと考えられがちであるが、その背
後には各種の用役が有形無形に具体化されている。それゆえ会計は目的は異なりまたその表現方法た
る価格総計が経済学的な推論の用具として欠けるところがあるにしても、なお強く経済学に根をおい
ているのである。」18）とされるサービス・ポテンシァル概念に、その思考の一因をおいているのであ
る。
　しかしながら、思うにケーファーが考えるようにペイトソーリトルトソの見解を直ちに将来指向的
に解釈するのはいささか早計の感を免れえない。ペイトンーリトルトンは経過性を問題として貸借対
照表を構成する。形式的にはケーファーの述べる方向を認めることができようが、ペイトンーリトル
トンに意識的な思考があったかどうかについては定かではない19）。
　ケーファーがこの貸借対照表論を論述するにあたって実質的に多大の影響を受けたのはヴァッター
とキャニングである。
　ヴァッターの計算対象は資金である。資金目的にしたがって定義される貸借対照表借方は資産であ
り、貸方は持分である。そしてこの資産はサービス・ポテンシァルの合計である。持分は資金内にお
ける資産の拘束を示す。そしてこれを基にして、第二の概念、費用・収益・損益が説明される。このサー
ビス・ポテンシァルの概念がケーファーの思考と類似していることはもとより、浅羽教授が指摘され
るように、ヴァッターの資金理論が従来の財務管理的思考に基づくものではなく、利益の供給と管理
の必要性に基づく財務管理的思考に由来する点2°）において、両者の思考が類似しているといえよう。
　キャニングは、企業の借方は「貨幣に換算しうる将来の用役」であるとし、貸方は債務を「外部者
に対する将来的な給付」であるとする。そして自己資本は、資産と負債との差額として示される。キ
ャニングは、貸借対照表を企業の財務状態に関する一覧表として示す。その場合、借方は「発生する
ことが期待される資金調達」であり，貸方は「発生することが期待される資金配分」である21）。キャ
ニングの思考とヴァッターの思考に影響を受けたのがA．A．A．の報告書である。借方は給付源泉と
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して考察され、利用可能なサービス・ポテソシァルの額によって測定される。貸方のメルクマールは
将来的な支出あるいは給付であり、企業資源の将来的な支出であるのである。
5．　む　　す　　び
　以上、ケーファーの所説を原著に沿って概観してきた。
　ケーファーの貸借対照表論が、これまで示された貸借対照表論と大きく異なる点は、後者が、シュ
マーレソバッハ動的貸借対照表論の深化ないしは補完、したがって企業会計の構造を収支に基づいて
一義的に解明しようとするものとして把え、あるいは貸借対照表を資金構造の変動を表示するものと
して把えてきた点にある。その底流には期間損益の確定という思想が明確に意識されている。ここで
示されるのは借方・貸方ともに過去の資料よりする過去の数値なのであって、かかる意味で貸借対照
表は過去の報告書であり、したがって将来に対する有効な企業管理の用具としては不充分となるので
ある。この点を認識し、貸借対照表という媒体を企業管理に不可欠な成果測定の場に変質させようと
したのがケーファーの問題意識だったのである。
　ケーファーによれば貸借対照表の本質は、一定時点において期待されるべき企業の財貨・用役の将
来的な流入・流出に関する報告書であると統一的に解釈される。ここではサービス・ポテンシァルの
概念に基づいて資産・負債および資本を概念規定するので、必然的に取得原価主義からの離脱を示唆
しているが、そこにはまだ、評価論を導入するような積極的な主張はみられない。
　ケーファーの主張は、将来を指向して、取得原価評価を排し22）、サービス・ポテンシァルに基づく
評価を行なおうとするものである。これは、武田教授のいわゆる「資本価値法に基づく貸借対照表23）」
に該当するものであろうが、その必然の帰結として♪不確実性と恣意性が介入することとなる。
　ケーファーの見解は貸借対照表に新しい視角を提供し、その存在を根底から改めて考え直させる意
義が認められるが、同じ点に限界が認められる。とくに、正確性よりも確実性を尊重する実践面への
適用となると、非常に異論の存するところであろう。これは公表財務諸表の作成指針としての会計原
則が正確性よりも確実性を重視するが故に実現主義を採用し発生主義による収益認識を原則として容
認していないことからもうかがえよう。ケーファーの貸借対照表論と伝統なそれとを比較すれば同様
のことがあてはまると考えられる。そこには、客観性も確実性も期待しえないのである。
　かかる意味でケーファー理論を実践性を捨象した純理論として眺めるならば、そこには今まで当然
として受けとめられてきた枠を打ち破るための新しい見解を示したものとして評価されよう。
　　1）　MUnstermann，　H；Unternehmungsrechnung，　Untersuchungen　zur　Bilanz，Kalkulation，　Plannung
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